
近代的な核安全保障事業を目指して

【ベルリン IDN＝ラメシュ・ジャウラ、４月９日】

米国の核兵器施設群を「現代的で２１世紀の核安

全保障事業」に相応しいものに転換していくこと

こそ、バラク・オバマ大統領がロシアのドミトリー・メド

８日に署名した新戦略兵器削減条約（新 START）で明らか

戦略の中核をなす部分である。

新核安全保障事業は、米国の納税者に２０１５会計年度ま

をかけることとなる。また２０１１会計年度には、それに

億ドル（２０１０会計年度より７億ドル増）の予算が投入

２１世紀型の核安全保障事業は、米国の核抑止力維持はもと

緊急時対応、諜報機関支援といったその他の核安全保障関

極めて重要な位置を占めるものと考えられている。

新 START 締結に合わせて発表された６７ページからな
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「オバマ大統領が NNSA のために議会に要求した２

０１１会計年度予算は、同政権の核抑止政策及びその

裏打ちとしての核安全保障事業に対するコミットメ

ントを反映したものである。その予算要求には２０１

０会計年度予算と比較して１０％増の７０億ドルを

超える核兵器アクティビティ予算（核兵器貯蔵支援、

科学・技術・エンジニアリング、インフラストラクチ

ャー改善、安全保障及び核テロリズム対策）が含まれ

ている。」と、ブリーフィングブックは指摘している。

国務省と国防省が共同で作成したこのブリーフィン

グブックには、以下の予算要求が明記されている。

核兵器貯蔵支援（貯蔵している核兵器をメンテナンス、

５％割り当て増資（具体的には以下の作業を含む）：

－W７６－１（老朽化が進んだ W76 核弾頭〈トライデ

破壊力は１００kt でヒロシマ・ナガサキに投下された

新し寿命を延長したもの）への変換作業を完遂して核

－Ｂ６１核爆弾（０．３－３４０kt）の耐用年数、安全

への搭載適応能力を研究する。

－Ｗ７８核弾頭（３３５－３５０kt）を維持していくため

－引き続き全ての核兵器のメンテナンス、監視、検証を

要求予算はまた、コンピュータ・シミュレーションによ

ンピューターアニメーション等を通じて）将来求められ

的に進めていく目的で、科学、技術、エンジニアリング

以上の増額を求めている。

オバマ政権は、「老朽化したプルトニウム・ウラン保管

物理的インフラ近代化事業や備蓄兵器管理計画（Sto

Program）に携わる」科学者、専門技術者、エンジニア
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またオバマ政権は、２０１５会計年度まで毎年７６億ドルを投

入して備蓄兵器管理への支援を維持・増大させる予定である。

「これらの投資を通じて、科学的な技術革新で幅広く安全保障

上のニーズに対応するとともに、環境管理を通じて米国の核抑

止維持に専念する高度に訓練された技術専門家チームを NNSA

の核安全保障事業に確保することができる。」とブリーフィング

ブックは記している。

弾道ミサイル

またブリーフィングブックには、「新 START の条項には、現行及び

国のミサイル防衛計画における実験、開発、（迎撃ミサイル）配備、

よる長距離攻撃能力に関して一切制約が加えられていない。」という

されている。

「米国は、米国本土、在外駐留米軍、及び同盟国、友好国を弾道ミ

ためにミサイル防衛の開発・配備を行っている。」とブリーフィング

引き続き「新 START には、米国が引き続きミサイル防衛開発・配備

が設けられていない。しかし同条約の前文には、２００９年７月に

フ両大統領が共同宣言で合意したとおり、戦略攻撃兵器と戦略防衛

識するとの一文がある。ただ

的と原則には法的拘束力が
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るものではない。事実、我々（米国）も、同様に

一方的な声明を発し、その中で、この条約には、

現行及び将来予定されている米国のミサイル防衛

計画に制限を加えるいかなる規定も設けられてい

ないことを明確にした。このような（米露の）一

方的な声明は、この条約の関連文書ではあるが、

条約の一部ではない。従ってこれらの声明に関し

ては、上院に（参考情報として）提出されるが、

上院のアドバイスや同意を必要とするものではな

い。」とブリーフィングブックは記している。

新 START は、弾道ミサイル防衛インターセプターの発射基を大陸間弾道ミサイル（ICBM）

および潜水艦発射弾道ミサイル（SLBM）の配置のために転換も使用もしてはならず、ICBM

発射基および SLBM 発射基をミサイル防衛インターセプターの配置のために転換も使用も

してはならないという規定を定めている。しかしブリーフィングブックは、「この条項は、

我が国（米国）のミサイル防衛開発や配備計画に影響を及ぼさない。」としている。

ブリーフィングブックは、米国がアラスカ州のフォートグリーリー基地に１４基の弾道ミ

サイル迎撃ミサイル(GBI)格納庫を建設中であることを報告している。米国がミサイル防衛

のための新たな発射施設をフォートグリーリー基地かヴァンデンバーグ空軍基地、或いは

その他の場所に建設することに関して、新 START の制限は受けない。

「新 START 締結前に ICBM 発射基から転換されたヴァンデンバーグ空軍基地にある５基

の GBI は、締結前に転換されたものを例外とするこの条約の規定に基づいて、条約による

制限（変換の禁止）の適用を受けない。」

ブリーフィングブックは、様々な方面から

の非難を顧みることなく、米国が今後も戦

略ミサイル防衛、戦域ミサイル防衛双方に

ついて、「本国及び同盟国の安全保障上の

必要性に応じて」質量共に向上を図ってい

く旨を明記している。オバマ政権の弾道ミ

サイル防衛計画の維持・強化に向けたアプ

アメリカ合衆国上院
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ローチは、２０１０年２月に発表された「弾道ミ

サイル防衛見直し(BMDR)報告書」に詳述されて

いる。また、オバマ政権が２０１１年会計年度予

算要求に際して、ミサイル防衛計画に９９億ドル

（２０１０会計年度比７億ドル増）を要求してい

ることにも反映している。

核戦力構造

さらにブリーフィングブックは、新 START は「米軍が爆撃機、潜水艦、ミサイルを含む戦

力を米国の安全保障上の利益に最も沿う形で柔軟に配備することを保証している」と指摘

している。

オバマ政権の核戦略報告書「２０１０核態勢見直し（NRP）」の作成作業は、新 START 交

渉に向けた米国の立場を確定する作業でもあった。新 START で合意された戦略核の削減レ

ベルは、NPR 作成の初期段階であった２００９年に実施した（新 START の下で想定され

る新たな制限枠における米軍戦力のあり方に関する）分析に基づいて打ち出されたもので

ある。NPR には以下の結論が明記されている：

－（新 START 条約の合意では）、戦略的運搬手段（ICBM・SLBM・戦略爆撃機）を START

Ⅰから５０％減、２００２年のモスクワ条約から３０％減となるまで減らすことになる

が、安定した抑止は維持される。

－米国の地域抑止と再保証（リアシュアランス）のための非核システムによる貢献は、ミ

サイル防衛に対する制限を避け、従来の役割内で、戦略爆撃機と長距離ミサイルシステ

ムを使用するオプションを保持することによって維持される。

－新 START 発効から１０年間（有効期間）、米国の戦略核戦力の三本柱である、ICBM、

SLBM、及び核爆弾が搭載可能な戦略爆撃機は維持される。また海軍では少なくとも短期

的には１４隻すべてのオハイオ級戦略原子力潜水艦（SSBN）が維持される。また危機に

際して安定性を高めるため、ミニットマンⅢ型 ICBM の単弾頭化（de-MIRVing）を実施

し、ミニットマンⅢ型 ICBM は、それぞれ、核弾頭を 1 個しか搭載しないようにする。
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２０１１会計年度予算要求には、戦略核戦力

三本柱を維持するための以下の項目が含まれ

ている。（①ミニットマンⅢ型 ICBM の寿命

延長作業の継続、②２０２７年から退役する

オハイオ級戦略原子力潜水艦（SSBN）に代

わるモデルの技術開発、③向こう５年間に１

０億ドル以上を投資し B-２ステルス爆撃機

の性能向上を支援。）

新 START は、米国が同条約の定める制限内で自国の戦略攻撃兵器の構成を決定する権利を

認めている。

これによって、米国は今後自軍の核戦力構造を（条約発効後の）戦略的な状況に合わせて

調整していくことができるようになる。米露両国は、新 START で合意した制限内容を（両

国議会の批准を経て）発効後７年間で削減合意を履行する。(2010)
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